
 
 

 

 

ふるさと納税に係る税控除を簡素な手続で行える「ふるさと納税ワンストップ特例制度」（以

下「ワンストップ特例」といいます。）は次のとおりです。 

なお、令和元年６月１日からは総務大臣の指定を受けた団体に限られます。 
 

 

 

〇税控除を受けるための確定申告が不要になります 

これまで、所得税（国税）と個人住民税（地方税）の税控除を受けるためには、寄

附を行った先の団体が発行した領収書を添付又は提示し、税務署へ確定申告する必要

がありました。ワンストップ特例では、寄附先の団体へ申請することにより、確定申

告をしなくても、税控除の適用を受けることができます。 

〇確定申告を行った場合と同額の税控除が受けられます 

本特例が適用される場合は、寄附を行った翌年度の個人住民税（地方税）において、

所得税控除分相当額（国税）を含めて控除されます。（確定申告を行った場合と同額が

控除されます。）ただし、確定申告を行う場合は、これまでどおり所得税と個人住民税

から税控除の適用を受けることになります。 

 

１ 申請の対象となる方 

  次の①及び②に該当する方について、申請することができます。 

① 「確定申告」及び「市民税・県民税の申告」をする予定のない方（地方税法附則第７条第

１項（第８項）に規定する申告特例対象寄附者） 

※ 申請後、確定申告等をする場合、ワンストップ特例が適用されないことになりますの

で、申請したすべての寄附金について、扶養控除、医療費控除、ふるさと納税以外の

寄附金その他の申告事項と併せて必ず申告するよう、御注意ください。 

② １月１日から１２月３１日の間にワンストップ特例の申請が５団体以下と見込まれる方

（地方税法附則第７条第２項（第９項）に規定する要件に該当する者） 

※ ５団体を超えて申請した場合、申請はすべてなかったものとなります。 

２ 申請の手続 

「寄附金税額控除に係る申告特例申請書」に必要事項を記載の上、寄附の手続きを行った窓

口に申請してください。 

また、申請後、申請内容（住所、氏名、生年月日）を変更又は訂正する場合は、寄附した年

の翌年１月１０日までに「寄附金税額控除に係る申告特例申請事項変更届出書」に必要事項

を記載の上、当該申請をした寄附先へ届け出てください。 

※ 社会保障・税番号制度の開始に伴い、「寄附金税額控除に係る申告特例申請書」を提出す

る場合には、個人番号（マイナンバー）の記載が必要となります。 

提出の際に、本人確認（番号確認と身元確認）を行いますので、次のいずれかの本人確認書

類を提示してください。（郵送で提出する場合は、写しを同封してください。）。 

 

ワンストップ特例の概要 


